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して行うこととした。 
６．２．効果評価 

今回の効果評価では、図３に示すように非優先道路を

走行する車両（以下、非優先車両）に対し、優先道路を

走行する交差車両（以下、交差車両）が 1台右側から接

近する場合を想定することとした。交差車両の初期速度

は、20[km/h] ~ 60[km/h]まで2.0[km/h]刻み、また、到達

余裕時間は、10[s]~20[s]まで0.2[s]刻みとして出現パター

ンを網羅的に生成した。非優先車両の初期速度は

40[km/h]とした。同車両のドライバモデルは、上記の認

知・判断機能の新機能が搭載され、交差車両のドライバ

モデルは優先意識が高い状態（交差点では減速しない状

態）を模擬した。 
図４に本システムの普及率に対して推定される衝突

発生件数を示す。なお、図中の各線は GPS に測位誤差

が生じた場合に推定される衝突件数の推移を誤差が無

い場合と誤差クラス毎に示したものである。これより、

今回の評価環境及び評価条件では、本システムが普及す

るのに従って衝突発生件数が GPS の精度によらず減少

することが推定された。 
また、普及率が 0%から 100％へ変化した場合の衝突

件数の推移をGPSの誤差クラス毎に比較すると、Sクラ

スでは誤差が無い場合と変わらず衝突件数は 34件とな 

 

図３ 評価環境 

 
図４ 評価結果 

り56件（62.2％）削減されることが確認された。さらに、

A クラスと B クラスでは衝突件数は 36 件となり 54 件

（60％）削減されることが確認された。一方、Cクラス

では衝突件数は 77 件となり、削減される衝突件数が他

のクラスと比較して著しく少ないことが確認された。 
 

７．まとめ 

本報告では、通信利用型出会い頭衝突防止支援システ

ムの効果評価を行うために予防安全支援システム効果

評価シミュレータASSESS の新機能を開発し、ASSESS
を用いて本支援システムの効果評価を行った。その結果、

本支援システムが普及することによって衝突件数が約6
割削減される交通環境が存在することが確認された。ま

た、この交通環境では、GPSの精度に誤差が発生するこ

とによって衝突事故の削減数が減ることが確認される

一方で、GPS の測位誤差が C クラスの場合は衝突の削

減効果が著しく低下することが確認された。 
今回、効果評価を実現するために新たにASSESSに組

み込んだ機能は、被験者実験の結果がベースとなってい

る。よって、今後さらに効果評価の精度を高めるために

は、この被験者実験データの拡充が課題である。また、

出会い頭事故が起こる状況は、今回設定した交通環境以

外にも考えられ、そのような環境での評価が必要である。

また、本評価では交通流パターンを網羅的に生成して評

価を行ったが、各パターンには発生頻度が存在すると考

えられる。今後は、これらの点も考慮して効果評価を行

う必要があると考えている。 
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１．はじめに 
近年自動車において車載モニタシステム（図 1）の

活用が進められており、ドアミラーについてもその機

能を代替するカメラモニタシステム（CMS）の開発（図

21））が行われている。UN/ECEのWP29においても、

これまで認められていなかったドアミラーの CMSへ

の代替を認めるどうかの検討が始まっている。 

CMSの技術が実現されてドアミラーが除去されると、急

な車線変更による追突事故、左折時巻き込み事故など

の低減が期待できるほか、デザインの自由度や空力特性

の改善も可能になる。 

その一方、CMSの使用に関しては、ドアミラーと条

件が異なるため、懸念点もいくつか存在する。モニタ

サイズ等の条件により距離感に違いが出ると考えら

れるが、条件によりどの程度変化し、また何を安全基

準と考えるべきか等、十分な知見が得られていない。 

本研究では、CMS について走行実験を行い、後続

車に対する車線変更の判断がドアミラーと比べてど

のように変化するのかを条件別に評価した。 

 
２．ドアミラーの代替としてのCMS 

ドアミラーと異なり CMSの場合、視覚情報がカメ

ラとモニタを通して表示されるため、その見え方はハ

ードの仕様や性能に依存することとなる。当研究所で

はこれまで、ドアミラーの代替としての CMSの課題

点の抽出を行い、視認性や距離感についての評価実験

を実施し、ドアミラーと比較した 2)3)。この実験によ

り、モニタサイズが距離感に影響を及ぼすことが明ら

かになっている。本研究では、距離感が安全性にどう

影響するのか、また夜間と昼間では評価結果に違いが

生じるのかを評価することとした。 

 

 

 

 

 

図1 従来のモニタシステム 図2 ドアミラー代替CMS 

３．実験方法 

今回の研究では、実走行中の車線変更判断がモニタ

サイズ等の条件によりどのように変化するのかを調

べるため、実車走行による評価実験を実施した。  
実験は当研究所自動車試験場のテストコースで昼

間及び夜間において実施した。その実験状況を図 3に
示す。実験参加者は 9名である。実験参加者は、当研

究所実験倫理規定に基づき、実験参加の同意を得た。 
 
 
 
 
 

 
(a)昼間実験         (b)夜間実験 

図 3 走行実験状況 

 

３．１． 実験システム 

 今回の実験では市販されているカメラとモニタを

使い CMS を構築した（図 4 参照）。その仕様を表 1
に示す。モニタの設置位置はドライバから見てフェン

ダーミラー方向とした。カメラはドアミラー上部に取

り付け、ドアミラーによる間接視界と出来るだけ差が

出ないように設置した。 
 

 

 

 

 

(a)CMS カメラ     (b)CMS モニタ 
図４ CMS 実験システム 

 
表1 カメラモニタシステム仕様 
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３．２．走行条件 

 実験は、2 台の車両（先行車両及び後続車両）をテ

ストコース上（直線区間）において 1 車線分ずらした、

となりの車線を追従走行させる。先行車両及び後続車

両を一定速度（40km/h)、一定間隔で追従走行させる

等速度実験、後続車両を先行車両よりも速い速度で走

行させ車両間隔が接近していく相対速度実験（相対速

度は 10km/h または 20km/h。先行車は 30km/h）を実施

した。  

 

４．実験結果 

 実験参加者が“ぎりぎり車線変更できると判断した

時の後続車までの距離（車間距離）“の平均値を算出

した。その結果を図 5、図 6 に示す。 
 図 5 より、昼間の場合、CMS では、モニタサイズ

が7インチの場合だけでなく5インチの場合において

もミラーによる場合よりも車間距離が長くなってい

る。昼間の場合は CMS のモニタサイズが 5 インチで

もドライバはより安全な評価をする。 
 図6より、夜間の場合の後続車までの距離は、5イン

チの場合においてはミラーの場合を下回っている場合

がある。夜間ではモニタサイズが小さいと、後続車両

が接近しているのに車線変更するような危険な判断が

起こりやすいことが示された。また、昼間時と異なり

夜間の場合には、相対速度が+20km/hの結果が+10km/h
の場合よりも”ぎりぎり車線変更できると判断した時

の後続車までの距離“が短くなるケース（7インチ時）

も見られる。このような結果になった理由としては、

今回の条件においては夜間の場合、速度認知の判断力

が低下しているのではないかと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 図 5 「ぎりぎり車線変更できる」と判断した 

後続車までの距離（昼間） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図6 「ぎりぎり車線変更できる」と判断した後続車 

までの距離（夜間） 

 

５．最後に 

本研究では実験参加者による評価実験により、後続

車に対する車線変更の判断がドアミラーと比べてど

のように変化するのかを条件別に調べた。その結果、

以下のことが明らかになった。 

(1) 昼間の実車走行では CMS による車線変更の判断

はドアミラーよりも慎重になり、“ぎりぎり車線変

更できると判断した後続車までの距離“は長くな

る傾向となった。このことより、昼間に関しては

CMS のモニタサイズが 5 インチでも安全サイド

の評価となるものと考えられる。 
(2) 夜間では CMS のモニタサイズが小さいと危険な

車線変更の判断が起こりやすくなる 
 
今後もカメラモニタシステムについて評価実験を

実施し、安全性を確保するための要件を明らかにす

る。 
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 自動車検査の制動力測定における 
ブレーキローラの改善に関する研究 

 
自動車安全研究領域   ※塚田 由紀、松島 和男、岡田 竹雄、岩瀬 常利 

 
１．はじめに 

自動車検査で使用しているブレーキテスタの制動

力測定用ローラ（以下「ブレーキローラ」という）は、

タイヤとの間に一定の摩擦が生じるよう、ローラ表面

に凹凸（溝）を有している。しかし、処理台数が増加

するほど凸部分の表面や角部が摩耗し、摩擦係数が低

下することや、この凹凸が試験車両のタイヤへ損傷を

与える等の問題がおきている。 

そこで、ブレーキローラの適切な交換時期を推定す

るため、ブレーキローラの摩耗と処理台数の関係を調

査した。また、現行の溝付きブレーキローラの代替品

として有望とされている摩擦係数の高いコーティン

グローラについて、その耐久性等を調査した。 
 
２．溝付きブレーキローラの摩擦係数の変化 

２．１．概要 
試験車両を用いて、処理台数の異なるブレーキロー

ラによる制動力測定を行い、結果を比較した。同時に、

測定したブレーキローラの凸部の摩耗量及び摩擦係

数を測定し、これらからブレーキローラの交換時期が

推定できるかどうか検討した。 

２．２．実験条件 
本調査において測定した項目を表１に示す。摩擦係

数は、試験車両のタイヤに取り付けた六分力計の値か

ら計算により求めただけでなく、当所で開発中の簡易

型振り子式摩擦係数測定器を用いて測定した。 

ブレーキローラの摩耗量は輪郭形状測定器を用い、

ブレーキローラ表面の凸部の角が元の形状から何 mm

減っているかを測定した値とした。 

試験車両は、本調査を通じて同じ車両（スズキ、ワ

ゴンＲ、平成 15 年）を使用し、ここで報告するデー

タは全て同一ドライバから得た値とした。 

２．３．実験結果 
検査処理台数に依存した摩擦係数の変化を図１に

示す。この値は、試験車両のタイヤに取り付けた六分

力計の値から計算により求めた摩擦係数で、横軸は検

査台数、縦軸は摩擦係数を示している。図中白抜きの 

表１ 調査項目 

 項目 計測器 
ブレーキ 
（試験車両） 

制動力 六分力計 
ブレーキテスタ 

摩擦係数 六分力計 
簡易型振り子式摩擦係

数測定器 

ブレーキ 
ローラ 
（検査機器） 

摩耗量 輪郭形状測定器 
 

記号で表したデータは、試験当日は大雪で、ブレーキ

ローラとタイヤをブロアー等で乾燥させて測定した

ものの、通常よりは湿った状態であったこと、外気温

が0度又は5度と非常に低かった中での結果である。

湿潤時には摩擦係数が低く計測されるため、この値も

少なからず影響を受けていると考えられる。この図か

ら、検査台数が増加するにつれて摩擦係数が低下する

傾向がみられる。 
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図１ 検査処理台数に依存した摩擦係数の変化 

 

図２に、振り子式摩擦係数測定器で測定した摩擦係数

を示す。この値は、ローラと測定器の摩擦面（ナイロン）

との間の摩擦係数であるため、図１の値とは異なるが、

繰り返しの測定誤差は小さく、推定された減少傾向を示

している。 

次に、振り子式摩擦係数測定器による摩擦係数（図

２)と、ブレーキローラ表面の凸部の摩耗量の関係を 


